












































































































































研究会, 2007年, pp. 4-11.




















































































































眇 The Ad Hoc Committee on Advocacy,“The social worker as advocate: Champion of social victims”, Social
Work, vol.14, No. 2，1969, pp.16-22.
眄 岩間伸之「ソーシャルワークにおける『アドボカシー』の再検討」山縣文治編『《別冊発達25》社会福祉法の成

















































































































論・方法論部門）」『社会福祉研究』第104号, 鉄道弘済会, 2009年, pp. 107-111.
眛 岩間伸之「権利擁護の担い手としての『市民後見人』の可能性─行政と市民との新しいコラボレーション─」
『月刊福祉』２月号, 全国社会福祉協議会, 2009年, p. 46.
に位置するものである。同じ地域住民というフラットな関係を基礎として権利擁護活動が展開され
るところにその特質がある。このことは，市民後見人ならではの活動を強く方向づけることになる。
つまり，身近な生活圏域における支え合い活動としての特性をもつ後見活動は，頻度の高い訪問を
可能にし，またきめ細やかな後見活動をもたらすことになる。さらには，専門職にはない「普通の
市民感覚」を尊重した後見活動をも可能にする。
加えて，市民後見人は，地域福祉の新たな担い手を掘り起こすことにもつながる。これまで地域
活動やボランティア活動に縁のなかった人たち，たとえば大手の企業で仕事をしてきた人が，市民
後見人として活動することによって自分の地域に深く関与するようになる。
地域の課題を地域で解決するという地域福祉の基本的考え方に立脚し，その担い手として市民後
見人を位置づけることによって，さらに重層的な地域福祉の推進に寄与することになるに違いない。
市民後見人の取り組みとは，市民の参画による権利擁護という理念を形にすることである。その
ことは，同時に地域福祉の推進にも直結することになる。
おわりに─成年後見制度がもたらす社会福祉への内発的刺激
成年後見制度が社会福祉及びソーシャルワークに与えたインパクトについて，社会福祉施策，
ソーシャルワーク実践，地域福祉の推進という観点から検討した。いずれも，この10年間の取り組
みの蓄積の中で見えてきたものである。
要約すれば，当事者（本人）の主体化，行政責任の明確化，住民・市民の参画による社会福祉の
推進ということになるだろう。いずれも社会福祉及びソーシャルワークにおける中心的な価値基盤
として位置づけられてきたものである。つまり，社会福祉において成年後見制度を内包化し，有意
義に運用していくことによって社会福祉そのものが内発的に刺激を受け，活性化していく可能性を
示唆するものである。
最後に，本稿においては，成年後見制度そのものの課題については取り上げなかったが，冒頭で
指摘したように，多くの課題がすでに顕在化している。「これからの10年」に向けて前向きな展開を
期待するためには，法改正も含めて課題と一つひとつ向き合うことが不可欠である。
（いわま・のぶゆき　大阪市立大学大学院生活科学研究科准教授）
成年後見制度と社会福祉（岩間伸之）
29
